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令和５年

第１回市議会定例会 議案第２３号

令和４(2022)年度函館市水道事業会計補正予算（第２号）

第１条 令和４(2022)年度函館市水道事業会計補正予算（第２号）は，次に定め

るところによる。

第２条 令和４(2022)年度函館市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条中「6,999メートル」を「6,451メートル」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 4,850,067千円 596千円 4,850,663千円

水 道 事 業
第１項 4,461,852千円 △ 218千円 4,461,634千円営 業 収 益

温 泉 事 業第２項 94,552千円 △ 120千円 94,432千円
営 業 収 益

第４項 営業 外収 益 238,922千円 934千円 239,856千円

支 出

第１款 水道事業費用 4,708,115千円 △ 15,646千円 4,692,469千円

水 道 事 業
第１項 4,316,619千円 △ 33,775千円 4,282,844千円営 業 費 用

温 泉 事 業第２項 72,164千円 △ 1,210千円 70,954千円
営 業 費 用

第４項 営業 外費 用 286,732千円 19,339千円 306,071千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「1,712,544千円」を「1,705,108千円」に，

「164,560千円」を「147,150千円」に，「771,217千円」を「781,191千円」に

改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資本的収入 1,425,371千円 △ 13,709千円 1,411,662千円

第１項 企 業 債 1,235,700千円 △ 16,500千円 1,219,200千円

第２項 他会計負担金 75,091千円 △ 18千円 75,073千円

第３項 工事 補償 金 114,580千円 2,809千円 117,389千円

支 出

第１款 資 本的支 出 3,137,915千円 △ 21,145千円 3,116,770千円

第１項 建設 改良 費 1,942,114千円 △ 21,145千円 1,920,969千円
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第５条 予算第５条中「66,394千円」を「62,500千円」に，「18,439千円」を

「18,008千円」に，「47,955千円」を「44,492千円」に，「56,182千円」を

「51,935千円」に，「11,658千円」を「11,025千円」に，「44,524千円」を

「40,910千円」に，「77,336千円」を「72,560千円」に，「19,185千円」を

「18,822千円」に，「58,151千円」を「53,738千円」に改める。

第６条 予算第７条中「1,235,700千円」を「1,219,200千円」に改める。

第７条 予算第１０条中「1,024,808千円」を「985,350千円」に改める。

令和５年２月２７日提出

函館市長 工 藤 壽 樹
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令 和 ４ 年 度 函 館 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 水道事業収益 4,850,067 596 4,850,663

水 道 事 業
1 4,461,852 △ 218 4,461,634
営 業 収 益

2他会計負担金 807,251 △ 218 807,033 一般会計負担金「579,837千円」を「579,619千円」に改める。

温 泉 事 業
2 94,552 △ 120 94,432
営 業 収 益

2他会計負担金 120 △ 120 0 「一般会計負担金 120千円」を削る。

4営 業 外 収 益 238,922 934 239,856

（第３目雑収益を第４目とし，第２目の次に次の１目を加える。）

3引当金戻入益 934 934 退職給付引当金戻入益 934千円

支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 水道事業費用 4,708,115 △ 15,646 4,692,469

水 道 事 業
1 4,316,619 △ 33,775 4,282,844
営 業 費 用

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
1原 水 費 105,609 △ 215 105,394

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
2浄 水 費 733,702 △ 4,377 729,325

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
3配 水 費 317,142 △ 5,436 311,706

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
4給 水 費 433,877 △ 1,691 432,186

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
5業 務 費 576,839 △ 9,373 567,466

当金繰入額を補正
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予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円 給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当金
6総 係 費 516,988 △ 12,683 504,305

繰入額および退職給付費を補正

温 泉 事 業
2 72,164 △ 1,210 70,954
営 業 費 用

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
1温 泉 供 給 費 43,809 △ 623 43,186

当金繰入額を補正

2総 係 費 637 △ 587 50 退職給付費を補正

4営 業 外 費 用 286,732 19,339 306,071

消 費 税 及 び
2 88,803 19,326 108,129 納付税額を補正
地 方 消 費 税

3雑 支 出 1,407 13 1,420 その他雑支出を補正

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 1,425,371 △ 13,709 1,411,662

1 企 業 債 1,235,700 △ 16,500 1,219,200

1 企 業 債 1,235,700 △ 16,500 1,219,200 原水及び浄水施設事業費企業債「165,400千円」を「156,700千円」に，

配水施設事業費企業債「819,600千円」を「813,600千円」に，東部地区

水道施設事業費企業債「152,600千円」を「150,800千円」に改める。

2他会計負担金 75,091 △ 18 75,073

1 他会計負担金 75,091 △ 18 75,073 一般会計負担金「75,091千円」を「75,073千円」に改める。

3工 事 補 償 金 114,580 2,809 117,389

1 工 事 補 償 金 114,580 2,809 117,389 工事補償金「114,580千円」を「117,389千円」に改める。
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支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 3,137,915 △ 21,145 3,116,770

1 建 設 改 良 費 1,942,114 △ 21,145 1,920,969

水 道 事 業
1 1,720,161 △ 22,883 1,697,278 原水及び浄水施設事業費「308,219千円」を「292,182千円」に，配水
建 設 改 良 費

施設事業費「1,064,164千円」を「1,059,944千円」に改め，大縄１

号工事費，高丘１号工事費，鍛治１丁目２号工事費を削り，

東部地区水道施設事業費「209,220千円」を「206,612千円」に，

消火栓事業費「20,746千円」を「20,728千円」に改める。

温 泉 事 業
2 20,460 1,738 22,198 温泉供給設備事業費「20,460千円」を「22,198千円」に改める。
建 設 改 良 費



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 11,044

減価償却費 1,621,156

固定資産除却費 58,240

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 448

退職給付引当金の増減額（△は減少） 92,642

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 1,035

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 333

長期前受金戻入額 △ 230,323

受取利息及び配当金 △ 100

支払利息 196,522

小計 1,747,365

利息及び配当金の受取額 100

利息の支払額 △ 196,522

未払消費税等の増減額 290,247

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,841,190

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,920,969

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 75,073

その他収入 117,389

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,728,507

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,219,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,195,801

財務活動によるキャッシュ・フロー 23,399

　　資金増加額（又は減少額） 136,082

　　資金期首残高 3,348,210

　　資金期末残高 3,484,292

令和４年度函館市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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１　総　　　括

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　イ　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

区 分

区 分

区 分

区　　　　分
職　員　数

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
7

684 477,840 347,777 826,301 153,949 980,250 
1 116

補 正 前
7

684 483,477 372,232 856,393 162,995 1,019,388 
1 116

比 較 △ 5,637 △ 24,455 △ 30,092 △ 9,046 △ 39,138 

管 理 職
扶養手当 住居手当 通勤手当

寒 冷 地 時 間 外
期末手当 勤勉手当 小　　計 退職手当 合　　　計

手 当 手 当 勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 8,208 15,416 6,977 8,976 10,241 18,384 95,826 80,475 244,503 103,274 347,777 
補 正 前 8,208 16,200 7,014 8,658 10,442 24,783 112,340 76,255 263,900 108,332 372,232 
比 較 △ 784 △ 37 318 △ 201 △ 6,399 △ 16,514 4,220 △ 19,397 △ 5,058 △ 24,455 

区　　　　分
職　員　数

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 684 460,599 343,427 804,710 954,648 
1 114

補 正 前 684 465,158 367,365 

比 較 △ 4,559 

149,938 

△ 8,694 △ 37,191 

833,207 158,632 991,839 
1 114

時 間 外

△ 23,938 △ 28,497 

期末手当 勤勉手当 小　　計 退職手当 合　　　計
手 当 手 当 勤務手当
管 理 職

扶養手当 住居手当 通勤手当
寒 冷 地

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 8,208 15,416 6,977 8,257 10,241 18,278 92,445 80,475 240,297 103,130 343,427 
補 正 前 8,208 16,200 7,014 7,981 10,442 24,640 108,437 76,255 259,177 108,188 367,365 
比 較 △ 784 △ 37 276 △ 201 △ 6,362 △ 15,992 4,220 △ 18,880 △ 5,058 △ 23,938 

区　　　　分
職　員　数

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
7

17,241 4,350 21,591 4,011 25,602 
2

補 正 前
7

18,319 4,867 23,186 4,363 27,549 
2

比 較 △ 1,078 △ 517 △ 1,595 △ 352 △ 1,947 

通勤手当
時 間 外

期末手当 小　計 退職手当
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円）
719 106 3,381 4,206 

144 
144 

合　計

（千円） （千円）
4,350 
4,867 補 正 前 677 143 3,903 4,723 

△ 517 

補 正 後

△ 517 

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

比 較 42 △ 37 △ 522 
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２　給料及び手当等の増減額の明細

区　　　分
増　 減 　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　明 備 考
（千円） （千円）

給　　　料 △ 5,637 

その他の増減分  △ 6,333 
職員の変動及びその他
の減

給与改定に伴う増加
分

696 　給与改定の状況
　　給料表の平均改定率　0.3％
　　給与改定実施時期　令和4年4月1日

手　当　等 △ 24,262 

退職手当の増減分  △ 5,058 
職員の変動及びその他
の減

（給料表の改定による退職手当への影響を含む）

給与改定に伴う増減
分

 △ 8,779 　期末勤勉手当の0.05月引き下げ分等

その他の増減分  △ 10,425 
職員の変動及びその他
の減
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３　給料及び手当等の状況

　(2) 初　任　給（令和５年１月１日現在）

　(3) 級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

 ※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

（既定の期末手当・勤勉手当の説明を，次のとおり改める。）

　(5) 期末手当・勤勉手当

 ※（　　）内は再任用職員の支給率

区　　　　分 事務・技術(円) その他(円)
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

補正後

高 校 卒 154,600 151,900 154,600 151,900 

短 大 卒 167,100 167,100 

大 学 卒 185,200 185,200 

補正前

高 校 卒 150,600 147,900 150,600 147,900 

短 大 卒 163,100 163,100 

大 学 卒 182,200 182,200 

区　　　　分
事　　務　　・　　技　　術 そ　　　　　の　　　　　他

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

8　　 級 1 0.9 3　 　級

6　   級 7 6.1 1　　 級

7　 　級 2 1.7 2　　 級

5　　 級

4　　 級 31 27.2 

3　 　級 19 16.7 

2　　 級 36 31.6 

1　　 級 15 13.2 

再 任 用 再 任 用
3 2.6 

計 計
114 100   

区　　　　　分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計
        (月分)

職制上の段階，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備　　　考

6  月(月分) 12  月(月分)

本　　年　　度
   (   1.125)    (   1.175)    (   2.3  ) 無

       2.15        2.25        4.4 有

前　　年　　度
   (   1.175)    (   1.175)    (   2.35 ) 無

       2.225        2.225        4.45 有

一般会計の制度
   (   1.125)    (   1.175)    (   2.3  ) 無

       2.15        2.25        4.4 有
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前 前 年 前年度末

度 末 ま ま で の

年
で の 支 支払義務

補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 払 義 務 発生（見 補正前 補正後 補正前 補正後

補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正前 補正後

の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 発 生 額 込 ） 額 の　額 の　額 の　額 の　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

18,439 △ 431 18,008 13,400 △ 300 13,100 5,039 △ 131 4,908 18,439 △ 431 18,008 18,439 △ 431 18,008 27.8 28.8

赤川低区浄水場

47,955 △ 3,463 44,492 39,500 △ 2,800 36,700 8,455 △ 663 7,792 △ 3,463

整 備 事 業

66,394 △ 3,894 62,500 52,900 △ 3,100 49,800 13,494 △ 794 12,700 18,439 △ 431 18,008 18,439 △ 431 18,008 △ 3,463 27.8 28.8

　

11,658 △ 633 11,025 11,658 △ 633 11,025 11,658 △ 633 11,025 11,658 △ 633 11,025 20.8 21.2

赤川高区浄水場

1 資本的支出 1 建設改良費 44,524 △ 3,614 40,910 44,524 △ 3,614 40,910 △ 3,614

整 備 事 業

56,182 △ 4,247 51,935 56,182 △ 4,247 51,935 11,658 △ 633 11,025 11,658 △ 633 11,025 △ 3,614 20.8 21.2

19,185 △ 363 18,822 19,185 △ 363 18,822 19,185 △ 363 18,822 19,185 △ 363 18,822 24.8 25.9

旭 岡 浄 水 場

58,151 △ 4,413 53,738 58,151 △ 4,413 53,738 △ 4,413

整 備 事 業

77,336 △ 4,776 72,560 77,336 △ 4,776 72,560 19,185 △ 363 18,822 19,185 △ 363 18,822 △ 4,413 24.8 25.9

5

当 該 年 度

支 払 義 務

発 生 予 定 額

当 該 年 度 末 ま

で の 支 払 義 務

発 生 予 定 額

4

年　　　割　　　額

左　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳

計

度

47,955 44,492

の　額 の　額

47,955 44,492

千円 千円

補正前 補正後

継　　　続　　　費　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　書

款 項

全　　　　　　　体　　　　　　　計　　　　　　　画 継 続 費 の 総

企　　　業　　　債

額 に 対 す る

事　業　名

翌 年 度 以 降

進 捗 率自　 己 　資 　金

の 支 払 義 務

発 生 予 定 額

4

5 44,524 40,910

計 44,524 40,910

4

5 58,151 53,738

計 58,151 53,738
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令和４年度函館市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和 5年 3 月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 水道事業有形固定資産 68,326,546

千円

減 価 償 却 累 計 額 △36,460,232 31,866,314

(2) 温泉事業有形固定資産 698,334

減 価 償 却 累 計 額 △ 339,325 359,009

(3) 売電事業有形固定資産 452,647

減 価 償 却 累 計 額 △ 156,246 296,401

千円

有 形 固 定 資 産 合 計 32,521,724

(4) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 投 資 有 価 証 券 1,000

ロ 出 資 金 3,291

投資その他の資産合計 4,291

千円

固 定 資 産 合 計 32,526,015

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 3,484,292

(2) 未 収 金 561,666
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千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 7,885 553,781

千円

流 動 資 産 合 計 4,038,073

資 産 合 計 36,564,088

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 17,892,262

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,181,636

引 当 金 合 計 1,181,636

固 定 負 債 合 計 19,073,898

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 1,117,166

(2) 未 払 金 735,684

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 61,727

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 12,565

引 当 金 合 計 74,292

(4) 下 水 道 使 用 料 預 り 金 20,100

(5) そ の 他 流 動 負 債 12,872
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千円

流 動 負 債 合 計 1,960,114

5 繰 延 収 益

千円

長 期 前 受 金 8,157,990

収 益 化 累 計 額 △5,048,488

繰 延 収 益 合 計 3,109,502

負 債 合 計 24,143,514

資 本 の 部

6 資 本 金 9,724,073

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 254,792

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 2,441,709

利 益 剰 余 金 合 計 2,441,709

剰 余 金 合 計 2,696,501

資 本 合 計 12,420,574

負 債 資 本 合 計 36,564,088



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　有価証券の評価基準および評価方法

(1) その他有価証券　　 　 市場価格が無いことから，取得原価としている。　 

2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

  　　主な耐用年数　　　　建物　　　　　７～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　４～80年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　５～20年

3 　引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　 　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている。

4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，595,937千円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　水道事業会計は，水道事業ならびに温泉事業および売電事業を運営しており，各事業で運営方針等

を決定していることから，この３つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

△ 19,216

合計

4,245,690

4,224,051

21,639

11,044

36,564,088

24,143,514

579,619

1,621,156

77,374

507,019

383,564

579,619

1,580,287

102,451

温泉事業

85,850

67,745

18,105

21,371

463,089

35,024

21,653

△ 5,861

水道事業

4,110,075

4,132,196

△ 22,121

△ 35,029

売電事業

49,765

25,655

24,702

　令和4年度（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

事 業 区 分

水 道 事 業

温 泉 事 業

売 電 事 業

事　業　の　内　容

給水区域において水道水を供給する業務

温泉を供給する業務

水道施設を用いて発電した電力を販売する業務

19,216

　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

35,593,980

23,724,926

24,110
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　 28,263千円

　　１年超　　 40,710千円

　　　合計　　 68,973千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失3,833千円を処理するため，貸倒引当金3,833千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として9,698千円を支給するため，退職給付引当金9,698千円を使用する。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

　 に属する額（12月から3月までの4か月分）として76,013千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金76,013千円を使用する。
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